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検討会の今後のスケジュール

機構の役割
その他次期
中期計画に
向けた総論

教育内容の
高度化等の

あり方

内航新人船員の
養成等の規模の

あり方
効率的な船員養成体制のあり方

機構の必要な
財源確保の

あり方
その他

専科教育への
移行 ※

機構の
養成定員 ※

海技学校の短大への重点化 ※

その他 効率的な学校運営

練習船の
あり方

自己収入の
確保

検討会にて抽出
された課題 等

2018

10月

12月

2019

6月

12月

2020

6月

12月

2021

10/24 第一回検討会

2020年 夏頃 最終とりまとめ

海技教育機構 第４期 中期計画 （2021年4月～）

第一次
中間とりまとめ

必要に応じ継続的に議論
適宜フォローアップ

とりまとめ内容を反映とりまとめ内容を反映

※：「内航未来創造プラン」における指摘事項

12/14 第４回検討会 第一次中間とりまとめにて結論を得る

議論の進捗状況等を踏まえつつ、適宜 中間とりまとめ
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内航新人船員の養成等の規模のあり方
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1,797 1,842 1,851 1,880 1,953 2,051 2,204 2,427 2,539 2,758 

1,638 1,638 1,703 1,719 1,693 1,762 1,843 2,058 2,134 2,254 
2,354 2,202 2,028 1,896 1,801 1,788 1,787 1,820 1,950 2,067 
2,441 2,436 2,464 2,396 2,449 2,392 2,331 2,265 2,145 2,110 

2,868 2,820 2,676 2,651 2,623 2,610 2,569 2,673 2,659 2,714 

3,516 3,293 3,152 3,078 2,983 2,905 2,899 2,808 2,864 2,839 

5,281 
4,863 

4,371 
3,882 3,789 3,529 3,506 3,305 3,109 3,064 

6,480 
6,039 

5,516 
5,206 4,889 4,538 4,318 4,222 3,907 3,679 

3,705 
4,100 

4,407 
4,556 5,041 

5,294 5,621 5,918 6,341 6,363 

〔30,080〕
〔29,233〕

〔28,168〕
〔27,264〕 〔27,221〕 〔26,869〕 〔27,078〕

〔27,496〕 〔27,648〕 〔27,848〕

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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30,000

35,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

60～

55～59

50～54

45～49

40～44

35～39

30～34

25～29

～24

（人）

18.0%

47.1%

内航船員の年齢階層別船員数の推移 第１回検討会資料（再掲）

出典：海事局調べによる。
注：船員数は、各年10月1日現在の乗組員数と予備船員数を合計したものであり、非雇用船員を含んでいない数字である。

51.4%

51.3%
50.7%

50.0% 50.4% 49.7% 49.7%
48.9%

11.4%

11.9% 12.6% 13.2% 13.4% 14.2% 14.9% 16.3%

〔合計〕

（年齢階層）

16.9%

48.3%
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内航船員の新規就業者数の試算

平成２９年度における各年齢階層別船員数により、各年齢層における１０年後の船員数を算出。

平成３０年度以降の内航船員数の総計について、年0.2％減少、一定（28,000人）、年0.2％、年0.5％及び年0.8％増加※

する場合における必要な「20～24歳の船員数」を算出。

※ 内航船員数の将来予測については、経済成長、モーダルシフト、船舶の大型化等の様々な要因が影響することから、今後さらに精査していくこ
とが必要

10年後迄、毎年必要な新規就業者数（20～24歳の年齢層）の平均は、1,000人から1,260人と推計。

過去３年間における新規就業者数に占める海技教育機構出身者の割合（約40％）を機構の養成定員として配分すると、

400～500人と推計。

65～

60～64

55～59

20～24

25～29

60～64

65～

20～24

１０年後

65～

60～64

25～29

30～34

20～24 新規就業者

28,000人

５年後現在

考え方のイメージ
(内航船員数が28,000人一定の場合の例)

試算結果

試算方法

※ 現状のデータ等を基に内航船員の新規就業者数を試算したもの
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船員の不足状況等（内航事業者）

２級

7件
３級

119件

４級

1304件

５級

2370件

６級

1904件

不要

773件

全体 6477件

(社)

(社)

地方運輸局（船員職業安定窓口）における
H29年度 新規求人件数（内航・商船等）

（必要資格：海技免状別）

出典：H29年度 船員職業安定業務管理システム

不足が懸念されている船員（４級～６級）の
トン数別内訳

出典：海事局調べ（H28年）
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海技教育機構の求人及び就職状況（平成29年度）

［社］ ［人］

［トン数］ ［トン数］

56

10

3

15

15

5

76

16

10

22

28

7
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～299 求人 就職

158

37

3

23

22

6

0 50 100 150 200

3000～

1000～2999

750～999

500～749

300～499

～299

64%15%

1%

9%

9% 2%

3000～

1000～2999

750～999

500～749

300～499

～299

80％

求人
64％

就職
66％

求人及び就職先の船社数
（船社が運航する船舶のトン数別）

就職者数
（船社が運航する船舶のトン数別）
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海技教育機構の4級海技士養成定員

○ 海技学校 4校 140名
○ 海技短大 3校 250名 計 7校 390名

教室・実習施設 教員数 練習船の余席

現 状

３９０名

現 行

４３０名

現行施設での
最大可能数

養成定員の拡大

定員拡大への制約要因

養成定員拡大には様々な制約の解消が必要

良好な教育環境の維持と練習船乗船率の
適正化も必要

※別途議論される短
大への重点化や専
科教育への移行など
が実施されることが
前提であり、現時点
で直ちに増加できる
ものではない。

8



養成定員について、留意すべき事項

内航未来創造プランにおいて、養成定員５００人を目指した段階的な拡大、とされていること。

教室、実習施設、教員数、練習船の余席といった制約要因の解消が必要であること。

卒業生の就職先の確保の観点から、内航船員の需給状況を勘案しなければならないこと。

今後不足が予想される海技士資格についての検討も必要であること。
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機構の必要な財源確保のあり方
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独立行政法人 運営費交付金と自己収入 （H29年度）

［ 百万円 ］

11

※ これらの大学、高専においては、船員教育に関する学部・学科以外からの自己収入も含まれる。

（注） 各独立行政法人 キャッシュフロー計算書より転記 （自己収入については「補助金収入」等は除く）

【 参 考 】

所 管 名   称 運営費交付金①
自己収入②

（寄付金含む）
寄付金 備　考

国土交通省 海技教育機構 7,368 954 15
  ・海上技術学校

　・海上技術短期大学校

　・海技大学校

国土交通省 航空大学校 2,316 955 675

厚生労働省 高齢・障害・求職者雇用支援機構 68,207 41,552 5
　・港湾職業能力開発短期大学

　・東海職業能力大学校

  ・職業能力開発総合大学校 他

13%

②/①×100

61%

41%

文部科学省 東京海洋大学 ※ 5,386 2,738 160

文部科学省 神戸大学 ※ 20,573 52,716 2,437

文部科学省 国立高等専門学校機構 ※ 62,324 15,894 987
国立高等専門学校機構は、全国に

51の国立高専を設置し、運営して

いる。
26%

51%

256%



海技教育機構 自己収入内訳

【社船実習負担金収入】
外航海運事業者が外航船員の養成を自ら行うことに

代え、海技教育機構に訓練を委託する際に支払う訓練
委託費

【授業料収入】
機構（海技学校・海技短大・海大）の生徒・学生から徴

収する授業料

【航海訓練実習収入】
機構（海技学校・海技短大・海大）の生徒・学生の航海

訓練料及び航海訓練を委託しようとする機関（商船系大
学・高専等）から徴収する受託料

【受託収入】
国及び海事関係団体等からの受託業務による収入

【寄附金収入】
海事関係団体等からの寄附金及び帆船における

募金活動等による収入

入学検定料収入

9百万円
0.9%

航海訓練実習収入

92百万円

9.6%

入学料収入

19百万円
2.0%

授業料収入

305百万円
32.0%

寄宿料収入

4百万円
0.4%

寄附金収入

15百万円
1.5%

社船実習負担金収入

450百万円
47.2%

受託収入

35百万円
3.7%

その他の収入

25百万円
2.7%

平成29年度自己収入内訳
（平成29年度キャッシュフロー計算書より引用）

入学検定料収入 航海訓練実習収入 入学料収入
授業料収入 寄宿料収入 寄附金収入
社船実習負担金収入 受託収入 その他の収入

自己収入合計

９５４百万円
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練習船における実習生の経費負担

現状

受益者負担に対する指摘

独立行政法人改革等に関する基本的な方針
（平成25年12月24日閣議決定）や予算執行調査
において、受益者負担拡大について指摘

・練習船実習に係る経費のうち個人負担の割合は0.2%に過ぎない状況

・クリーニング代、衛生用品、運動用具購入費などの実費を練習船において現金収受して精算

実習生の経費負担

JMETSの経費に対する自己収入の割合は、
11.9％（平成30年度予算）

厚生費

(ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ代等）

（個人負担）

0.2%

生活用品等

0.5%食材費

4.0%

その他の

運航経費

・教育費

43.2%

人件費

(練習船全乗組員）

52.1%

乗船実習経費内訳

13

一人あたりの
乗船実習経費

約８１.５万円/月



個人が負担する経費の比較 （資格教育を行う学校）

［単位：円］

海上技術
短期大学校

海技大学校 航空大学校
港湾職業能力開発

短期大学校
[神戸校・横浜校]

東海職業能力

開発大学校

職業能力開発

総合大学校
国立看護大学校

専門学校

(自動車整備科)

修業期間 2年 2年 2年 2年 2年 4年 4年 2年・4年

所 管
国土交通省

（独）海技教育機構
国土交通省

厚生労働省

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構

国立研究開発法人
国立国際医療
研究センター

民 間

① 入学金 10,000 194,900 282,000 169,200 169,200 282,000 282,000 200,000

② 入学検定料 9,600 30,500 40,000 18,000 18,000 22,500 25,000 20,000

③ 授業料（年額） 166,800 390,000 1,604,000 390,000 390,000 535,800 535,800 635,000

卒業までに
必要な学費
（①+②+③）

353,200
（2年）

1,005,400
（2年）

3,530,000
（2年）

967,200
（2年）

967,200
(2年)

2,447,700
(4年)

2,425,200
（4年)

1,490,000
（2年）

学費（年平均） 176,600 502,700 1,765,000 483,600 483,600 611,925 606,300 745,000

在学中に授業料以外
に必要な経費

乗船実習費
126,000

乗船実習費
126,000

・航空身体検査
受診費

・寄宿料
（光熱費・食費）
・制服代

教科書,作業服,安全
靴代等実費
（4万円程度／年）

以下の購入が必要
・教科書
・実習服
・工具類

負担経費
（在学中）
603,000

施設整備費
（年額）
450,000

取得できる資格
四級海技士
（航海・機関）

三級海技士
（航海・機関）

・事業用操縦士
計器飛行証明

・移動式クレーン
運転免許

・クレーン・デリッ
ク運転士免許

・大型特殊自動車
運転免許

・ガス溶接技能
講習

・電気工事士
（第一種、第二種）

・電気主任技術者
（第三種）

・電気主任技術者
・電気通信主任

技術者
・建築士

（受験資格）

・看護師国家試験
受験資格

・助産師国家試験
受験資格

・一級自動車
整備士（４年）

・二級自動車
整備士（２年）
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教育内容の高度化等のあり方
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期待される効果

航・機専科教育移行 ① 第１回検討会資料（再掲）

〇 海運業界からは、船舶に関する技術革新、国際的な安全基準の強化等に適応した新人船員の養成が求められている。

〇 機構学生の卒業生に対して実施したアンケート調査では、８割強が航、機いずれかの職しかこれまで経験していないとの結果。

〇 そのため、４級養成について、現行の航機両用教育から航・機専科教育 に移行することにより、教育の深度化を図る。

〇 また、専科教育移行により、練習船での乗船実習期間の短縮が可能（現行の９月 ⇒ ６月）となり、練習船の余席が確保できる。

専門性を高めた訓練により、早期に自立できる即戦力となる人材を育成

練習船実習生配乗率の緩和と、業界ニーズに応えた練習船の余席の活用

学生負担の軽減（専科集中による負担減、ミスマッチ回避によるモチベーションアップ）

単科（航/機）集中によるリソース（指導者、教育訓練設備等）の重点的投入

内航未来創造プランにおける
具体方策 業界からの意見 対応策

１
海技短大における航・機専科
教育への移行

完全な航・機専科教育に移行するのではなく、ある程
度反対部の教育も行うべき。反対部の資格について
筆記試験免除できないか。

座学期間中に航・機両用の教育を行うことにより、
航・機両方の筆記試験の免除となるカリキュラム
とする予定。

大型船事業者は、航・機専科教育に賛成だか、小型
船事業者は、航・機両用教育を継続して欲しい。

航・機両用教育を一部に残す。

２
乗船実習期間の短縮
（乗船実習期間を9月→6月）

乗船実習期間の短縮（9月→6月）により、履歴限定期
間が3月から6月に延びるのは、事業者にとって負担で
あり、緩和方策を考えてほしい。

2年生最後の3月間で、社船実習(1月)を選択す
ることで、履歴限定期間を短縮（6月→5月）する
ことが可能。
また、社船実習船の要件緩和(※)を検討する。
※現行：練習船の総トン数1,000G/T以上

３
海技短大の修業年限短縮
（修業年限を2年→1.5年）

海技短大の修業年限については、短縮しても事業者と
してメリットはなく、2年間しっかり教育してほしい。

修業期間については、従来通り2年間とする。
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航海科を選択した場合 機関科を選択した場合
四級海技士（航海）

筆記試験免除、乗船履歴６月を取得。 身体検査、口述試
験に合格すれば、海技士資格を取得できる。

【但し、卒業後の履歴限定：６月】

四級海技士（機関）
筆記試験免除、乗船履歴６月を取得。 身体検査、口述試
験に合格すれば、海技士資格を取得できる。

【但し、卒業後の履歴限定：６月】

反対系の資格 反対系の資格
四級海技士（機関）

筆記試験免除、乗船履歴３月を取得。 卒業後に１年９月
の乗船履歴を取得後、身体検査、口述試験に合格すれば、
海技士資格を取得できる。

四級海技士（航海）
筆記試験免除、乗船履歴３月を取得。 卒業後に１年９月
の乗船履歴を取得後、身体検査、口述試験に合格すれば、
海技士資格を取得できる。

六級海技士（機関）
筆記試験免除、乗船履歴３月を取得。 卒業後に５月の乗
船履歴を取得し、身体検査に合格すれば 海技士資格を
取得できる。

六級海技士（航海）
筆記試験免除、乗船履歴３月を取得。 卒業後に５月の乗
船履歴を取得し、身体検査に合格すれば 海技士資格を
取得できる。

航・機専科教育移行 ②

座学：９月

基礎（両用教育）

乗船実習：３月

（両用教育）

座学：３月 乗船実習：３月
座学：６月

（両用教育） （専門教育）

航・機選択

※「履歴限定」：海技士（航海・機関）に関し、船舶の大きさ、航行区域、推進機関の出力に応じ、その職務を行うことの出来る船舶職員の職について限定するもの

座学：１２月

基礎・専門（両用教育）
乗船実習：９月
（両用教育）

座学：３月
専門（両用）

現 行

専科教育
移行後

１学年 ２学年

［航海科］

・ECDIS（電子海図）講習
・BRM訓練 （船橋での共同作業手順）

［機関科］
・ERM訓練 （機関室での共同作業手順）
・各種機器類の分解手入れ実習

［その他］
・社船実習（１月）
・上級海技士資格の筆記試験

【航・機専科教育】 （例）

【取得できる免許】 【教育内容の深度化の例】

（専門教育）

（両用教
育）

・深度化教育を含む

・社船実習(1月)も選択可
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効率的な船員養成体制のあり方
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海技短大への重点化

海技短大 海技学校

メリット

入学資格が高等学校卒業者であるため、

・目的意識が高いことから、成業率及び海上就職率が高い。

・基礎学力があり、教育の高度化に対応しやすい。

・応募者が地元の水産系高校や商船系高専と競合しない。

短期間（２年）で４級海技士養成が可能。

（その結果、養成定員の拡大の点でメリットが生じる。）

船員への志向性が高いことから、船員としての定着率が良く、

事業者の評価が高い。

全国規模での学生募集が可能。

入学資格が中学校卒業者であるため、最短（18歳）で４級海技士資

格取得や就職が可能。

海技短大と海技学校のメリット

海技短大と海技学校との比較

海技短大 海技学校 備考

修業年限 ２年
３年

（卒業後、乗船実習科６月）

学校数 ・ 定員 ３校 ・ ２５０名 ４校 ・ １４０名 H３０年度

応募倍率（倍） ３．０１ ２．０４ H２６～H３０年度（平均値）

成業率（％） ※ ９６．０ ９３．７

H２５～H２９年度（平均値）海技試験合格率（％）
（航機いずれか合格）

９９．６ ９６．８

海上就職率（％） ９９．４ ９８．４

※成業率（％）＝（卒業時の人数／入学時の人数）×100
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81.0%

88.1%

19.0%

11.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

海技学校

海技短大

８割が船員として定着

海技短大・海技学校卒業生における海上職定着率（卒業から3年後）

出 典：（独）海技教育機構「海技教育機構の卒業生に対する卒業後アンケート（H２８.１）」

調査対象：平成２１、２３、２５年度の海技学校、海技短大の卒業生（１，０７１名）

回答率 ：３３．６％

９割が船員として定着 陸上職に転職等

陸上職に転職等
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合計 719名

唐津校 館山校

小樽校

148

1

全入学者154名のうち
北海道が96％

25

86
38

3 25

7

2 1
9

8545
48

九州が92％
全入学者204名のうち

1 1 2 2 1

3
1

71
57

口之津校

全入学者157名のうち
九州が96％

77

6

2
2 1

全入学者204名のうち

関東が93％

2

1

2

61 2

31
1

1

1

1

1
2

2

3

沖縄 2

海技学校入学者（H26年度～H30年度（5年計））の分布
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5

5
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56
3

6

11
45

6

7
11

合計 1,221 名
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14 54
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5 12

１ 3

2
6

44

2
1

234

13１

1

１

2 １

5

5

4

3 2
3

16

3
3 1

4
4

1

7

5
4

34
8

96
28

10
69 10

17 14

27

23

10

沖縄 5

4
37

沖縄 5

全入学者569名のうち
中部が22.0%

波方校の入学者432名のうち
中国、四国は36.1%

10

16

沖縄 2

74
51

20

25

18

22

124

22

15

全入学者220名のうち
東北が56.8%

海技短大入学者（H26年度～30年度（5年計）の分布

宮古校

清水校

波方校
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